


項  目 名古屋市 愛知県 横浜市 大阪市 

財政規模（H23年度決算） 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 

 歳 入（一般会計） 10,219億円 100% 21,608億円 100% 14,221億円 100% 16,512億円 100% 

  地方税 4,861億円 47.6% 9,062億円 41.9% 7,055億円 49.6% 6,361億円 38.5% 

     市（県）民税 2,080億円 20.4% 3,587億円 16.6% 3,355億円 23.6% 2,449億円 14.8% 

  地方交付税 77億円 0.8% 578億円 2.7% 242億円 1.7% 542億円 3.3% 

  国庫支出金 1,424億円 13.9% 2,130億円 9.9% 2,209億円 15.5% 3,444億円 20.9% 

  府県支出金 400億円 3.9% -   - 549億円 3.9% 509億円 3.1% 

  地方債 940億円 9.2% 4,226億円 19.6% 1,294億円 9.1% 1,641億円 9.9% 

 歳 出（一般会計） 10,178億円 100% 21,447億円 100% 13,956億円 100% 16,499億円 100% 

  義務的経費 5,547億円 54.5% 10,952億円 51.1% 7,265億円 52.1% 9,755億円 59.1% 

   人件費 1,703億円 16.7% 6,987億円 32.6% 1,981億円 14.2% 2,415億円 14.6% 

   扶助費  2,378億円 23.4% 399億円 1.9% 3,443億円 24.7% 4,968億円 30.1% 

   公債費 1,467億円 14.4% 3,566億円 16.6% 1,842億円 13.2% 2.372億円 14.4% 

  投資的経費 846億円 8.3% 2,063億円 9.6% 1.646億円 11.8% 901億円 5.5% 

  その他の経費 3,784億円 37.2% 8,432億円 39.3% 5,045億円 36.1% 5,843億円 35.4% 

   物件費 809億円 7.9% 623億円 2.9% 1,455億円 10.4% 1.069億円 6.5% 

   補助費等 1,009億円 9.9% 4,968億円 23.2% 1,423億円 10.2% 1,350億円 8.2% 

 １．基本指標 

21 ※「平成23年度財務状況資料集」（総務省）を基に作成 



 １．基本指標（２） 
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項  目 名古屋市 愛知県 横浜市 大阪市 

 基準財政収入額 3,787億円 7,357億円 5,390億円 4,674億円 

 基準財政需要額 3,845億円 7,893億円 5,608億円 5,200億円 

 地方債現在高 17,107億円 46,238億円 22,080億円 27,450億円 

 経常収支比率 99.8％ 102.5％ 94.0％ 99.5％ 

 財政力指数（３ヵ年平均） 1.01 0.934 0.98 0.91 

 実質公債費比率 12.0％ 14.9％ 16.3％ 10.0％ 

 将来負担比率 202.5％ 256.7％ 213.0％ 199.9％ 

 一般職員 15,549人 12,388人 18,935人 21,949人 

  消防職員 2,354人 ‐ 3,425人 3,385人 

 警察官 ‐ 13,264人 ‐ ‐ 

 教育公務員 1,174人 43,818人 747人 1,957人 

 ラスパイレス指数 
112.5 

（104.0） 
109.1 

（100.8） 
112.0 

（103.5） 
103.8 

（95.9） 

 議員 75人 103人 86人 86人 

※「平成23年度財務状況資料集」（総務省）を基に作成 

注：ラスパイレス指数の（）内の数値は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値 



関西圏 
中部圏 

関東圏 

 ２．圏域における主要都市の分布状況 
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 中部圏は、名古屋市を核に圏域を形成しているが、豊田市、岐阜市、四日市市など昼間人口比率
が１を超える都市が分布している。 

 近畿圏は、大阪市、京都市、神戸市の３指定都市を核として、その周辺に、堺市や中核市の奈良
市、東大阪市、西宮市などが存在し、首都圏に次ぐ都市の厚みを形成している。 

 関東圏は、横浜市を始め５つの指定都市が存在するなど、主要都市が集合し、都市の厚みを形成
している一方で、昼間人口比率が１を超える都市は存在しておらず、東京一極集中型の圏域と
なっている。 

 中部圏は、本市を核に圏域を形成しているが、豊田市、岐阜市、四日市市など昼間人口比率
が1を超える都市が分布している。 

 近畿圏は、大阪市、京都市、神戸市の3指定都市を核として、その周辺に、堺市や中核市の
奈良市、東大阪市、西宮市などが存在し、首都圏に次ぐ都市の厚みを形成している。 

 関東圏は、横浜市を始め5つの指定都市が存在するなど、主要都市が集合し、都市の厚みを
形成している一方で、昼間人口比率が1を超える都市は存在しておらず、東京一極集中型の
圏域となっている。 

※「平成22年国勢調査」（総務省）を基に作成 
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規
模
能
力
指
標
 

・常住人口 
・常住人口就業者数 
・常住人口通学者数 
・昼間人口就業者数 
・昼間人口通学者数 

・市内総生産額 
・事業所数 
・製造品出荷額等 
・卸売業販売額 

・小売業販売額 
・サービス業収入額 
・金融機関預金総額 
・金融機関貸付総額 

・基準財政需要額 
・地下鉄（交通網） 
 の営業キロ数  
・下水道普及率 
・道路の舗装率 

・情報通信業 
・従業者数 
・広告業従業者数 

・学術・開発研究機関 
・従業者数 
・重要文化財・史跡等 
 の件数 

中
枢
機
能
指
標
 

・昼夜間人口比率 
・市内交通機関の 
 乗車人数 
・ホテル客室数 
 

・上場企業本社数 
・外資系企業本社、 
 立地企業数 
・銀行業事業所数 
・証券業，商品先物 
 取引業 事業所数 

・会社団体等役員数 
・証券取引所 取扱額 
・主要見本市開催件数 
・海上輸出入金額 
・百貨店店舗面積 
 

・国家公務員従業者数 
・ブロック単位で 
 設置されている 
 国の出先機関数 
・独立行政法人数 
・領事館数 
 

・短大・高等専門 
 学校数 
・大学数 
・大学学生数 
・学術・開発研究 
 機関数 
・事業所数 

・放送事業所数 
・専門サービス事業所数 
・国際会議の開催件数 
・博物館等総数 
・プロ野球・Ｊリーグの 
 本拠地 
 

＜分析対象とした指標＞ 

 ３．規模能力・中枢機能からみた大都市の姿 

 指定都市の多様な姿を検討するため、各都市の規模能力・中枢機能を示す指標を分析した結果、 
大阪市・名古屋市・横浜市は、他都市と比べ高い数値を示しており、３大都市圏の中枢を担っている。 

 指定都市の多様な姿を検討するため、各都市の規模能力・中枢機能を示す指標を分析した結果、 
本市及び大阪市・横浜市は、他都市と比べ高い数値を示しており、３大都市圏の中枢を担っている。 
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※「名古屋市の財政（平成24年版）」を基に作成 
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 ４．財政の硬直化（市税収入の減少・扶助費の増加） 

 リーマンショックの影響を受け、21年度の税収は減収となった。また、22年度は市民税減税
の実施により大幅な減収となった。 

 扶養費の大幅な増加により、歳出に占める義務的経費は54.5％となった。一方で、投資的
経費は昭和30年度以降最低の8.3％となった。 

 リーマンショックの影響を受け、21年度の税収は減収となった。また、22年度は市民税減税
の実施により大幅な減収となった。 

 扶助費の大幅な増加により、歳出に占める義務的経費は54.5％となった。一方で、投資的
経費は昭和30年度以降最低の8.3％となった。 
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 ５．地方交付税等、公債依存度、市債残高 
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 平成18年度から平成21年度は、市税収入の増加などにより不交付団体となっていましたが、市税
の減収や福祉関係経費の増加に伴い、平成22年度より交付団体となったともに、臨時財政対策債
が増加傾向となっている。 

 市債依存度は、20年度以降、景気低迷に伴い上昇したものの、23年度は第三セクター債等改革
推進債が皆減したことなどにより低下した。また、市債残高についても、市債発行の抑制に努めた
結果、17年度以降は減少傾向にある。 

 平成18年度から平成21年度は、市税収入の増加などにより不交付団体となっていましたが、市税
の減収や福祉関係経費の増加に伴い、平成22年度より交付団体となるとともに、臨時財政対策債
が増加傾向となっている。 

 市債依存度は、20年度以降、景気低迷に伴い上昇したものの、23年度は第三セクター債等改革
推進債が皆減したことなどにより低下した。また、市債残高についても、市債発行の抑制に努めた
結果、17年度以降は減少傾向にある。 

26 ※「名古屋市の財政（平成24年版）」を基に作成 

（億円） 



■ 企業の本所・本社・本店数（各県事業所数上位5都市） 

 ６．生活保護率 
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全国及び21大都市 平成24年9月の被保護実人員と生活保護率（概数） 

被保護実人員 保護率
全 国 2,133,905 16.7
札 幌 市 72,433 37.6
仙 台 市 16,825 15.9
さいたま市 19,383 15.7
千 葉 市 18,172 18.9
東 京 都 287,370 21.7
横 浜 市 69,370 18.8
川 崎 市 32,284 22.4
相 模 原 市 12,643 17.6
新 潟 市 11,224 13.8
静 岡 市 8,283 11.6
浜 松 市 7,403 9.3
名 古 屋 市 48,144 21.2
京 都 市 47,366 32.2
大 阪 市 152,817 57.1
堺 市 25,555 30.3
神 戸 市 49,022 31.8
岡 山 市 13,301 18.7
広 島 市 27,880 23.6
北 九 州 市 24,251 25.0
福 岡 市 42,758 28.7
熊 本 市 15,890 21.5

25 年 2 月掲載 資料：厚生労働省「被保護者調査(平成24年9月分概数)」、「福祉行政報告例」 

※生活保護率…人口千人当たりの被保護実人員〔各年度の１か月平均の被保護実人員÷各年度10月1日推計人口(国勢調査年度は国勢調査人口)×1000〕 

平成24年9月の値は、｢24年9月分概数｣と24年10月1日推計人口（新潟市、岡山市は24年9月末住民基本台帳人口）により 
本市総務局統計課で算出。23年度以前の値は厚生労働省｢福祉行政報告例｣による。 

※さいたま市、相模原市については平成14年度以前の値はない。 
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 平成24年9月の本市の生活保護率（概数）は21.2となり、21大都市（東京は東京都）では12番目
で、あるが、大都市全体が、全国値よりやや高めとなっている。 

 生活保護率の推移（9年度から23年度）を見ると、ほとんどの都市で上昇傾向にあり、特に21年度
以降の上昇幅が大きくなっている。 

 平成24年9月の本市の生活保護率（概数）は21.2となり、21大都市（東京は東京都）では12番目で
ある。また、大都市全体が、全国値よりやや高めとなっている。 

 生活保護率の推移（9年度から23年度）を見ると、ほとんどの都市で上昇傾向にあり、特に21年度
以降の上昇幅が大きくなっている。 

※「被保護者調査(平成24年9月分概数)」（厚生労働省）、「福祉行政報告例」（厚生労働省）を基に作成 



 ７．公共施設の老朽化 
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■ 重要橋りょうの建設年度別の橋りょう数 

■ 名古屋市の市設建築物の延床面積･構成（建設年度別） 

 本市の所有する道路、橋りょう、
建築物などの公共施設は、
その多くが昭和３０年代以降
集中的に建設されたために
老朽化が進み、今後一斉に
更新時期を迎えることから、
大きな財政負担が見込まれて
いる。 

 本市の所有する道路、橋りょう、
建築物などの公共施設は、
その多くが昭和３０年代以降
集中的に建設されたために
老朽化が進み、今後一斉に
更新時期を迎えることから、
大きな財政負担が見込まれて
いる。 

28 ※「名古屋市アセットマネジメント推進プラン」を基に作成 



 ８．指定都市の課題（大都市のポテンシャルが十分に発揮できない制度） 

分 類 概 要 具体例 

重複型 
（ハード） 

広域自治体と基礎自治体が、ともに同一の
公共施設を整備している状況 

 公営住宅の整備 
 図書館・博物館の整備 
 体育館・プールの整備 

重複型 
（ソフト） 

広域自治体と基礎自治体が、ともに同一 
施策を実施している状況 

 中小企業支援  
 商店街振興 
 地球温暖化対策 
 環境教育 ・男女共同参画 

分担型 

同一又は類似した行政分野において、事業
規模等により広域自治体と基礎自治体との
間で事務・権限が分かれており、一体的な 
行政運営ができない状況 

 都市計画決定 
 一級河川（指定区間） 

 県費負担教職員の給与負担・定数決定
等 

 病院の開設許可 

関与型 
基礎自治体の事務処理に当たり広域自治体
の関与等がある状況 

 知事による農地転用許可（4ha以下） 

 指定都市立高等学校の設置・廃止等に
係る道府県教育委員会の認可 

■ 道府県と基礎自治体の二重行政について 
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 地方自治制度の中で、大都市制度の位置づけや役割が不明確であり、特例的・部分的で
一体性を書いた事務配分となっている。 

 道府県との役割分担が非常に曖昧なため、二重行政・二重監督の弊害が生じている。 

 地方自治制度の中で、大都市制度の位置づけや役割が不明確であり、特例的・部分的
で一体性を書いた事務配分となっている。 

 道府県との役割分担が非常に曖昧なため、二重行政・二重監督の弊害が生じている。 

※「第30次地方制度調査会提出資料（総務省）」を基に作成 



 ９．指定都市の課題（役割分担に応じた税財政制度の不存在） 

73.4%

22.5%

4.1%

消費・流通課税の配分割合

国税 道府県税 市町村税

72.2%

18.7%

9.1%

法人所得課税の配分割合

国税 道府県税 市町村税

地方自治法に基づくもの 
 児童福祉 
 民生委員など 
その他法令に基づくもの 
土木事務所 
衛生研究所 
定時制高校人件費 
国・県道の管理など 25,290 

百万円 

税制上の 
措置不足額 
（注） 

11,011
百万円 

14,279 
百万円 

税制上の 
措置済額 

税制上の措置不足（平成２４年度予算） 

（注）愛知県費負担教職員給与費が名古屋市の負担とされると、税制上の措置
不足額は８１６億円程度になります（平成２２年度決算額ベースで算出）。 

 大都市特有の財政需要に抱えているにもかかわらず、都市税源である消費・流通課税及び
法人所得課税の配分が極めて低くなっている。 

 事務配分の特例により、道府県の事務・権限が移譲されているにも関わらず、地方税制は画一的
であり、移譲された事務に必要な財源がについて税制上措置不足となっている。 

 大都市特有の財政需要に抱えているにもかかわらず、都市税源である消費・流通課税及び
法人所得課税の配分が極めて低くなっている。 

 事務配分の特例により、道府県の事務・権限が移譲されているにも関わらず、地方税制は画一的
であり、移譲された事務に必要な財源がについて税制上措置不足となっている。 

30 ※「名古屋市の財政（平成24年版）」を基に作成 



 １０．市域内完結河川の権限移譲 
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野添川 

長戸川 
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川 

堀 

 

川 

戸

田 

川 

 

凡  例 

      移譲河川 

河川管理権限移譲対象河川 

位 置 図 

１ 権限移譲された河川 
 愛知県知事が管理する河川のうち、市内に起終
点を有する１４河川（１級河川6、２級河川８）  
２ 権限移譲の時期  
 平成１９年４月１日 堀川、新堀川、山崎川  
 平成２１年４月１日 守山川、隅除川、大高川、 
              瀬木川、藤川 
 平成２３年４月１日 長戸川、野添川、扇川、 
              手越川、植田川、戸田川 
３ 権限移譲を受けたことの効果 
ア 市内の中心部を流れ、市民にとって身近な 
 河川を本市が管理することによって、オープン 
 カフェの実施や改修事業、浄化施策などを本市の 
 判断で迅速に行うことが可能となり、他のまちづくり 
 施策との連携が一層促進。 
イ 除草・清掃、水質改善など市民から寄せられる 
 要望や意見に対し、迅速且つ的確に対応すること 
 が可能。 
ウ 河川管理者と下水道管理者がともに本市となる 
 ことによって、治水対策、環境対策が一層推進。 

 愛知県が有する市域内完結河川全て
の河川管理権限について、平成１９年
から平成２３年４月にかけて段階的
に移譲を行った。 

 愛知県が有する市域内完結河川全て
の河川管理権限について、平成１９年
から平成２３年４月にかけて段階的
に移譲を行った。 

河川管理権限移譲 
河 川 位 置 図 
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 本市を含む都市計画区域は、３つの
旧広域行政圏（１７市町村）にまたがっ
ている。 

 港湾区域は、４市１村にまたがって
おり、港湾施設の建設、管理等は愛知県
と名古屋市が母体で設立された一部事務
組合の名古屋港管理組合が行っている。 

 １１．都市計画区域、港湾区域 

 本市を含む都市計画区域は、３つの
旧広域行政圏（12市4町1村）にまたがっ
ている。 

 港湾区域は、4市1村にまたがってお
り、港湾施設の建設、管理等は愛知県と
名古屋市が母体で設立された一部事務 
組合の名古屋港管理組合が行っている。 

都市計画区域 港湾区域 

１２市４町１村 ４市１町 

名古屋市 

海部（弥冨市、蟹江町、
飛島村、津島市、愛西市、
あま市、大治町） 

尾張中部（清須市、北名
古屋市、豊山町） 

尾張東部（瀬戸市、尾張
旭市、長久手市、豊明市、
日進市、東郷町） 

名古屋市、東海市、知多
市、弥冨市、飛島村 
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■ 都市計画区域と港湾区域 



 １２．名古屋市と近隣市町村との主な行政協力関係 

協力内容 協力関係を結んでいる市 

市域外施設の設置 

①大治浄水場（大治町）、②五条川工場（ごみ焼却施設）（あま市）、 
③中央卸売市場北部市場（豊山町）、④消防航空隊（春日井市）、 
⑤春日井浄水場（春日井市）、⑥鳥居松沈でん池（春日井市）、 
⑦若葉寮（乳幼児・児童養護施設）・学校給食センター（尾張旭市）、 
⑧藤が丘工場（地下鉄整備）（長久手市）、⑨日進工場（地下鉄整備）（日進市）、 
⑩朝日取水場（一宮市）、⑪犬山取水場（犬山市）、 
⑫稲武野外教育センター（豊田市）、⑬武豊野外活動センター（武豊町） 

市域外給水 
（下水道使用料の徴収） 

４市町 
 あま市、清須市、北名古屋市、大治町 
  （※３市とも一部の区域を除く） 

可燃ごみの受け入れ 
４市町 
 あま市（一部区域を除く）、清須市、北名古屋市、豊山町 

消防相互応援協定締結 

１９市町村 
 弥冨市、蟹江町、飛島村、あま市、大治町、清須市、北名古屋市、豊山町 
 春日井市、小牧市、瀬戸市、尾張旭市、長久手市、豊明市、日進市、東郷町 
 東海市、大府市、みよし市 

 本市は、大治町など４市町に水道水の給水を行っているほか、清須市や北名古屋市などか
ら可燃ごみの受け入れを行っており、また、多数の市町村と消防相互応援協定を締結する
など、近隣市町村との様々な連携を進めている。 

 本市は、大治町など４市町に水道水の給水を行っているほか、清須市や北名古屋市などか
ら可燃ごみの受け入れを行っており、また、多数の市町村と消防相互応援協定を締結する
など、近隣市町村との様々な連携を進めている。 
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 １３．近隣市町村との連携推進に向けた取組み 

首   長 実 務 者 

○ 近隣市町村長懇談会 
  （昭和61年から年１回開催） 
 
○ 尾張名古屋の行く末を考える会 
  （平成24年より、４回実施） 

○ 広域連携に関する研究会 
  （平成23年より毎年度6回程度開催） 
  
○ 方面別意見交換会（平成24年に実施） 
 
○ 名古屋市近隣市町村防災担当課長会議 
  （平成25年5月に設置） 

第27回近隣市町村長懇談会 

 ➢ 日時： 平成24年8月20日 

 ➢ 会場： 中部国際空港 

第2回研究会 

 ➢ 日時： 平成23年12月27日 

 近隣市町村との連携推進に向けて、名古屋市がリーダーシップを発揮し、議論をけん引。 

 まずは、「リニア」「防災」をキーワードに具体的な連携事業を検討していくことについ
て、首長間で合意した。 

 近隣市町村との連携推進に向けて、本市がリーダーシップを発揮し、議論をけん引。 

 まずは、「リニア」「防災」をキーワードに具体的な連携事業を検討していくことについて、
首長間で合意した。 
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項  目 全 国① 名古屋圏② ②／① 名古屋市③ ③／② 

 市域内総生産 
 （平成21年度） 

5,366,094億円 520,659億円 9.7％ 125,122億円 24.0％ 

 製造品出荷額等 
 （平成22年） 

2,891,077億円 528,031億円 18.3％ 33,059億円 6.3％ 

 卸売業販売額 
 （平成19年） 

4,135,317億円 398,080億円 9.6％ 270,656億円 68.0％ 

 小売業販売額 
 （平成19年） 

1,347,054億円 123,362億円 9.2％ 31,917億円 25.9％ 

 本社数 
 （平成22年） 

2,600,836社 218,176社 8.4％ 74,635社 34.2％ 

 全国銀行預金残高 
 （平成24年3月末） 

6,101,225億円 462,029億円 7.6％ 210,887億円 45.6％ 

 輸出額 
 （平成23年） 

655,465億円 121,801億円 18.6％ 90,630億円 74.4％ 

 輸入額 
 （平成23年） 

681,112億円 77,823億円 11.4％ 43,849億円 56.3％ 

 １．基本指標 
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（注）名古屋圏は愛知県、岐阜県、三重県の合計 ※「名古屋市の財政（平成24年版）」を基に作成 
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 ２．世界の国内総生産の構成比、名古屋市内総生産 

 アジア諸国の台頭を受け、国際的な日本の地位は低下傾向にある。 

 モノづくり産業を基幹産業とする当地域は、２００９年のリーマンショックや長引く円高による不況の
影響を強く受け、市内総生産は大きく減少した。 

 アジア諸国の台頭を受け、国際的な日本の地位は低下傾向にある。 

 モノづくり産業を基幹産業とする当地域は、２００９年のリーマンショックや長引く円高による不況の
影響を強く受け、市内総生産は大きく減少した。 
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市内総生産の推移 

※「世界の統計」（総務省）「平成24年版名古屋市統計年鑑」を基に作成 

（十億円） （％） 



10,965,414  
10,978,322  

11,667,029  
11,845,157  
12,193,407  
12,399,179  
12,898,418  

14,565,675  
15,046,751  
15,372,738  
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15,846,424  

17,148,875  
17,583,462  
18,045,456  
18,227,672  
18,347,965  

19,576,519  
19,653,165  

20,868,587  
21,906,974  
21,953,183  
22,515,172  

24,667,527  
25,166,008  

26,448,809  
28,879,540  
28,896,845  

30,100,704  
30,506,481  

31,891,277  
32,965,367  

34,672,565  

0 10,000,000 20,000,000 30,000,000 40,000,000

53 ウクライナ 
52 ニュージーランド 

名古屋市 
51 ハンガリー 

50 ペルー 
横浜市 

49 アルジェリア 
48 パキスタン 

47 チリ 
46 ルーマニア 

45 フィリピン 
44 ナイジェリア 

43 シンガポール 
42 エジプト 

41 マレーシア 
40 イスラエル 

39 チェコ 
38 香港 
大阪市 

37 アイルランド 
36 ポルトガル 
35 コロンビア 

34 フィンランド 
33 タイ 

名古屋市＋近隣市町村 
32 南アフリカ 

31 アルゼンチン 
30 デンマーク 

29 ギリシャ 
28 ベネズエラ 

愛知県 
27 イラン 

26 ノルウェー 

(百万円) 

大都市の市内総生産と諸外国のＧＤＰの比較 

 ３．大都市の市内総生産と諸外国のＧＤＰ 

 大阪市や横浜市、本市な
どの日本の有数の大都市
は、諸外国と比較して、
一国並みの経済力を有し
ている。 

 大阪市や横浜市、本市な
どの日本の有数の大都市
は、諸外国と比較して、
一国並みの経済力を有し
ている。 

37 
※「世界の統計」（総務省）、「平成２１年度愛知県の市町村民所得」（愛知県）、 
 「平成２２年大都市比較統計年鑑」（大都市統計協議会）を基に作成 



順位 都道府県名 平成23年（速報） 

１ 愛 知 県 37兆472億円 

２ 神奈川県 17兆9613億円 

３ 大 阪 府 17兆292億円 

４ 静 岡 県 14兆7691億円 

５ 兵 庫 県 14兆5342億円 

～
 
12 東 京 都 8兆7823億円 

全  国 285兆232億円 

0
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製造品出荷額等の推移 

愛 知 

神奈川 

大 阪 

静 岡 

兵 庫 

東 京 

 ４．製造品出荷額等 

 平成21年のリーマンショック等の影響を

受けて、製造品出荷額等は全国的に大きく
減少。  

 愛知県の製造品出荷額等は、38兆2108億

円（H23速報値）と、2位以下を大きく
引き離し、35年連続日本一を継続。 

 平成21年のリーマンショック等の影響を

受けて、製造品出荷額等は全国的に大きく
減少。  

 愛知県の製造品出荷額等は、38兆2108億

円（H23速報値）と、2位以下を大きく
引き離し、35年連続日本一を継続。 
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※「工業統計調査」（経済産業省）を基に作成 

（百万円） 



学術研究、
専門・技術サービス業

製造業 100社未満

100～200社

200～500社

500～1,000社

1,000社以上

25社未満

25～50社

50～100社

100～500社

500社以上

多治見市

豊田市

岡崎市

豊橋市

岐阜市

各務原市大垣市

一宮市

名古屋市

春日井市

浜松市

四日市市

鈴鹿市

津市

松阪市

■ 企業の本所・本社・本店数（各県事業所数上位5都市） 

 ５．圏域における企業の本社機能の分布 

 名古屋大都市圏には、本市を中心に製造業、学術研究、卸売・小売業、サービス業で本社機能を
持つ事業所が多く立地している。 

 名古屋大都市圏には、本市を中心に製造業、学術研究、卸売・小売業、サービス業で本社機能を
持つ事業所が多く立地している。 

39 ※「経済センサス－基礎調査－」を基に作成 



 

東三河～遠州

西三河

尾張北部～岐阜

北勢

 ６．圏域における常住地別労働力人口の分布 

 労働力人口は、西三河地域、尾張

北部～岐阜地域、北勢地域、東三
河・遠州地域に多く分布している。

特に、豊田市、岡崎市、豊橋市、浜

松市、一宮市、岐阜市で多い。 

 労働力人口は、西三河地域、尾張

北部～岐阜地域、北勢地域、東三
河・遠州地域に多く分布している。

特に、豊田市、岡崎市、豊橋市、 

浜松市、一宮市、岐阜市で多い。 

■ 常住地別労働力人口の分布 

40 ※「経済センサス－基礎調査－」を基に作成 



 名古屋周辺には拠点性の高い都市が広く分布している。 

 岡崎、岐阜、四日市、津、各務原、多治見などの近隣都市では、小売の年間販売額が減少するな
ど、衰退傾向が見られる。名古屋においては、関東、関西以上の魅力ある都市を形成し、周辺の
商業都市を牽引する役割を担うことが必要である。 

 ７．主要商業都市の年間販売額(小売額） 

 名古屋周辺には拠点性の高い都市が広く分布している。 

 岡崎、岐阜、四日市、津、各務原、多治見などの近隣都市では、小売の年間販売額が減少する
など、衰退傾向が見られる。名古屋においては、関東、関西以上の魅力ある都市を形成し、周辺
の商業都市を牽引する役割を担うことが必要である。 

凡例
：10,000億円以上
：6,00～10,000億円
：4,000～6,000億円
：2.000～4,000億円
：2,000億円未満

※赤線：H9→H19で増加
青線：H9→H19で減少

平成19年

出典：商業統計調査

平成9年

津市

浜松市豊橋市松阪市

鈴鹿市

四日市市

大垣市

岐阜市

多治見市

各務原市

豊田市

岡崎市

小牧市一宮市

高山市

■主要商業都市の年間販売額(小売額）の推移 

41 ※「商業統計調査」を基に作成 



 名古屋大都市圏には、各種研究施設が立地している。 

豊田中央研究所
（愛知県長久手市）

知の拠点あいち
（愛知県豊田市）

あいち臨空新エネルギー
実証研究エリア
（愛知県常滑市）

なごやサイエンスパーク
（愛知県名古屋市）

テクノプラザ
（岐阜県各務原市）

産業総合研究所
中部センター
（愛知県名古屋市）

ソフトピアジャパン
（岐阜県大垣市）

三重県工業研究所
（三重県津市）

ファインセラミックス
センター
（愛知県名古屋市）

 ８．圏域における主な研究機関の分布 

■ 主な研究機関の分布 

 名古屋大都市圏には、各種研究施設が立地している。 
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【震度の最大値の分布】 【全壊・焼失棟数図】

 

 １．南海トラフ巨大地震の被害想定 

 本市の大半で、震度の最大値が6弱と想定さ
れ、一部で6強が想定されている。全壊・焼失棟数
は、市の大半で200棟以上500棟未満と想定されてい
る。 

 駿河湾～紀伊半島沖に大すべり域を設定し、堤防
なしとしたケースでは、中川区、中村区、熱田区、
南区、大治町などで概ね1.0m～2.0mの浸水が、港
区、弥富市、蟹江町、津島市、愛西市、あま市など
で2.0m～5.0mの浸水が予測されている。 

 本市の大半で、震度の最大値が6強と想定され、
一部で7が想定されている。全壊・焼失棟数は、市
の大半で200棟以上500棟未満と想定されている。 

 駿河湾～紀伊半島沖に大すべり域を設定し、堤防
なしとしたケースでは、中川区、中村区、熱田区、
南区、大治町などで概ね1.0m～2.0mの浸水が、港
区、弥富市、蟹江町、津島市、愛西市、あま市など
で2.0m～5.0mの浸水が予測されている。 

43 ※「内閣府公表資料」を基に作成 



■ ゼロメートル地帯 

 ２．濃尾平野に広がる日本最大のゼロメートル地帯 

 濃尾平野は、地下水の過剰揚水によって
広域的な地盤沈下が発生し、日本最大
のゼロメートル地帯となっており、
海抜0m以下の地域は374k㎡に及ぶ。 

 ゼロメートル地帯に含まれる地域と、
その近隣市町村との連携強化による
安全な基盤づくりが課題である。 

 濃尾平野は、地下水の過剰揚水によって
広域的な地盤沈下が発生し、日本最大
のゼロメートル地帯となっており、
海抜0m以下の地域は374k㎡に及ぶ。 

 ゼロメートル地帯に含まれる地域と、
その近隣市町村との連携強化による
安全な基盤づくりが課題である。 

44 ※「伊勢湾台風50年誌」（(社)中部建設協会）を基に作成 



 

 

 

 ３．圏域における広域的な防災拠点のネットワーク 

 防災拠点の広域的な防災ネットワークを形成するため、中部圏における基幹的広域防災拠点
（司令塔、高次支援）及び広域防災拠点（広域・甚大被害に対する後方支援：県域を越えて国と県
が協力して活動する拠点）の整備手法等について検討を行い、整備計画を策定し、具体的な整備
の進捗を図る。  

 防災拠点の広域的な防災ネットワークを形成するため、中部圏における基幹的広域防災拠点
（司令塔、高次支援）及び広域防災拠点（広域・甚大被害に対する後方支援：県域を越えて国と県
が協力して活動する拠点）の整備手法等について検討を行い、整備計画を策定し、具体的な整備
の進捗を図る。  
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※「中部圏地震防災基本戦略」を基に作成 


